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途上国の産業発展と多国籍企業

若干の予備的考察一一

1.はじめに

外患直接投資 (For告知1Direct Investment， 

以下FDIと絡〉は受人鵠{漆上箆のケ←ス〉

の経済発展にどのような効果を与えるかについ

て理論的，実証的i乙多くの研究がなされてき

た九これについての批判的コメントは次節で行

うととにして，筆者の視点は何であるかを述べ

ておこう。

筆者の問題意識も「経務発燦」についてであ

るが，実証分析のために具体性に富喜んで把握し

やすい f産業発展jのレぺんで考える。また，

やはり問乙理由で， もう 1つの分析対象は FDI

ではなく多雲霧企業 (MultinationalCor-

poration，以下MNCと賂〉の行動議式である。

つまり，途上賓の産業発壊において MNCの存

とその行動がどのような効果を与えるかを分

析する ζ とである。 MNCの経済作動の中で，

総上閣の産業発展にもっとも大き

ると思われる貿易行動と技術移転作動を取り上

げたい。 ζζでいう貿易行動とは，議上関にあ

るMNCの子会社の報出と輪入は続NCの戦略

からどのよう念影響を受けるかについてであ

る。 ιやでも事事出行動を中心に考える。

主義葉が憲議上主化設欝まで発震するには MNCがど

のような効果を与えるかが霊要な問題だからで

ある。 MNCがどのような技術を移転す

るか，出資比率の状況と変更によって MNCの

技術移転政策がどのように変わるかといっ
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動もヲ途上舗への建業移撞とその発展の各段藷

な勢来を与えると考えられる。

とのような諜点でわれわれは途上国の産業発

農と被災Cの役割についての分析的枠組の議設

を話ざしているo 本稿ではそのための予備的考

察を行う。しかし，本研究ノートでは紙数の制

約もあり， MNCの輸出行動を中心に考諜し，

技術移転行動は次節でふれる程度にとどまり，

本格的検討はJ}IJの機会に譲りたい。

第E節では既存研究を概括的にレビューした

上，護業発燥についての評価損準を設定し，

展の各プロセスにおける MNCの行動の効果を

総合的に考える。第1装欝では途上富の事露出と

MNCとの欝揺を議じる。最後に主要な結論を

まとめる

日途上関の庫業発騰と多闘籍企業

FDIと途上国経済への影響について， とれま

での研究は 2つの流れに分けられるo 1つは，

マクロ経済効果に着闘し，鶏入された外題資本

が受入冨の麗際i訳文や尊重用などにどう毒事響する

かを分訴するものである九もう 1つは，

MNCの活動がある特定の錯揮に主まいてどのよ

うな効果をもたらすかを研究する o f9ilえば，
MNCが途上留の要議獄存状況(factorendow-

ment)に見合った意味で溺な技術を移転す

るか。あるいは， MNCはホスト闘の現地企業
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と比べて輪出が多いか，少ないか，

設定の下で実証分析がなされている九

マクロ軽誇勢果に着呂した研究は議々

に産還し，実重正の結果は必ずしも説得的ではな

い。第 1tc，外資の導入によって藍接?と麗嬬，

摂持ヲ外貨等がどの謹震生まれるかが計算でき

るかもしれないが心，その結果は多く

持たない。外資に大きく藍存するA匿ではそれ

ほど導入しないB圏と比べて，外資の存在が大

きいから，その貢献・効果がそれなりに大きい

のは当然であろう。また，外資が導入された磁

業の要素集約度によって雇用倉IJ出効果などが異

なるから，雇用水準で‘外資を評価する ζ とは繭

当ではなかろう。むしろここでは MNCがどの

ような産業を移横し， どのような技術を選択す

るかが重要である。雇用水準などで評価する場

合，もう 1つの問題点は，ある産業において外

間企業が進出して新規軍用を創出する一方，告

統的現地企業が非効率生産体告せにより競争に敗

退して倒産した結果，大量の失業が生こる， と

いう状況をどう評密するかである。との場合，

外盟企業が麗用においてマイナス効果をもたら

したと蓄えるだろうか5)。

2 t乙外資の蜜護効果を評{置すること自体

に録盟友欝がある。一患の資本形設などにおい

て，外資のウエートが特謙なケースを議けは、極

めて小さいからである。 FDIの投書iはこのよう

な議巣を期待するよりも新しい技誌や経営ノ

ウハウ舎と導入‘普及し，受入菌経費全体に

spill-overしていく効巣の方が重要であろうへ

とのような間接効果が重要であるが，データの

制約などにより実証分析はほとんどできないc

2の流れの研究，つまり MNCの行動とそ

いての分析は具体性に優れて，分析

も示唆的である。しかし， ζのアプローチ

は，瀦上悶の産設業発展と外資の役割という観点

から見れば視野が狭いためヲ MNC活動の役割

安評価する摺準もはっきりしない。 例えば

MNCは現地企業と比べて輸出(売上高に対す

として)が多いか少ないかという問題が

れているが，その問題意識は何であ

L，外貨不足を解

問擦の一つで，その昌標

るために外題資本を導入する。だ

が章一抹主主NCがその期待に沿うだろうか， と

いう韓関を抱いて実悲しようとするのが多くの

ょうである。しかし，研究対

とする盟，議業，時期などによって実証の結

も様々で，ケース・パイ・ケースの』陸賓が強

いのが現状である九また輸出が績撞的であ

るかどうかという評価競準は妥当Lないケース

が少なくない。例えば翰出加工隠などに進出し

たMt叱の場合，輸出性向が高いのは当然であ

る。また，外聞資本が中間財産業に進出し品質

く安い醐品を，最終製品を生産する現地企

る場合はどうか。懐れた中間財を国

内で利用で、設る現地企業は，国探市場で競争力

を伸ばしていく。 ζ のような企業

と比べて MNCはあまり輪出しない。しかし，

その MNCの活動を評価でき念いだろうか。

ような既存研究の問題点を避けて，筆

という擬点から MNCの産接投資

の効果そ考えてみたい。途上閣に対する FDI

の効果は究機的にその患の発農に葉離するかど

うかの問題であるが， ζのレベルの議論は寵存

研究の第1の流れと問じ関難点に護題する。こ

のため， ζ とでは議議レベルで，滋NCの議果

を詑議するのが有効であろう G

業の発援プロセスを分析し，

MNC CJyfニ子資h• まと学翁I• 

における

えるO とのよう

MNCの貿易行動・

技術務転行畿などについての分析トウールを護参

考にして，総合的に新しい分析的枠組を考えて

みる。

MNCの役離を評価する につい

いての評価規準を考えておとう。

産業発展プロセス:a:考えるためにプロダクト

・サイクル論と雁行形態論が示瞬的である。た

だ，われわれが想定するケース

上げであるから後者のガが漉切であるぺ

産業発展の成功とは，幼稚諜業と

育成措置を受けた一定瞬間経過後，

十分競争力をつけられることである。

的発農のフレーム・ワーク

内生産による輸入代替吋輸出，

して発農する。しかし，
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つけられる」ととは必ずしも輸出段i警に線定し

ない。瀧業によって，また囲内市場の規模によ

って輸出が議要でないケースがある。逆に躍業

発撲の初期から輸出指i均的なケ…スもあり，つ

まり，能人代替段藷と輸出段階がほぼオーバー

ラップするケースでみる。とのため，産業発麗

に関する一般的評倍規準は罷内市場であれ，

外市場であれ，品賞.f西格両留に十分競争力を

つけられるならその産業の発展が成功するとい

うと ξであるむ

しかし，策構アジアなどの現実では，llJ津

(1981 )が指摘しているように総動機産業をは

じめとする多くの産業において政荷の保護措離

の下ぞ輪入代替が容易に実援できた。つまり市

メカニズムによる発課ではなかったのであ

るg このような場合警外雷饗本や MNC

-勢果などを評価する規離が設定しにくい。そ

れど ζ ろか， ζの場合，外冨資本の存症は途上

もたらすととが指摘されてい

るしベ援業レベノレで考えても MNCが適正技

術を使用する動機・努力は生まれないととを示

した研究がある19}c

ところで，輸出叱設時に入れるかどうかは間

際市場で品質・鐸格の競争力，醤擦ザーケッテ

イング離方を持っかどうかにかかっている。輸

出補動金などの挺進措穣がありうるが， ζれだ

けでは輸出が持続的に成長できない。輪出企業

は結率的生産によるコスト引き下げ努力，品質

改善，叩ーケァテイングネットワークづくちが

必要である

ととろでラ途上塑の産業の国際競争力強イとに

して MNCの役寵はどのように分析できるだ

ろうか。 MNCの定義はいろいろありうるが，

ζζでは詳しく立ち入らない。さしあたり次の

ように定義しておζ うO 説NCとは本悶を含む

2か国以上で活動を行いヲかつ世界的視野をも

っ企業であるつ世界的捜野とは註界市場の携遣

と変動を察知し，各器の比較譲位構造を知って

いるととで、ある 12)。反語警 MNCは世界的に企

業内分業を嬰聞したり，援り替え{商格 (trans織

fer pricing)を操作したりする ζ とが特設づけ

られているo MNCのζれらの性格が永スト璽

の産業発援にどのような効果をと与えるか。 ζれ

らの点について MNCの貿易行動として次鎮で

みたい。

生脂性向上やコストさほ下げは主主鑑技

術や経営ノウハウに大きく底存ずる。 MNCは

護れた技捕・ノウハウを所有しているが，ホス

ト闘に遺切なものを移転するか。 MNCの永ス

ト国での子会社の所有形態が変化するに従って

MNCの技術移転政策が変わるだろうか。永ス

トE認の産業が外閣の資本・技徳に依存しながら

をつけて発撰していけるが，ホスト

醤として設鵠的l亡資本・技争i若者なrを境地化す

る報向があるc 他方，技術が日進月歩し，経営

ノウハウも羽l¥Cにたえず蓄穣していく 3 ホス

ト罷鑑業の酪際競争力を維持するために新し

い生産・管理技繍及び経営ノウハウを子会社へ

11震次移較する必要があるが，出資比率能下に伴

う所有権が変わったら Ml'叱の行畿はどうだろ

うか。途上塑の盛業発展と MNCの技終移転行

動との関i系は以上のよう念文脈で控揮できょ

う。この点は既述のように院の畿会K敦り上げ

たい。

E 多冨籍企業の翼易行動

前節で途上国の鐙業発躍が成功するのはどの

ような状況であるかを論じた。そこで間諜競争

力という規準を設けたが，とれは必ずしも輪出

しない場合もあてはまるととも述べた。しか

し統述の東南アジア等の現笑を議みて，

では濫業が輸出化段港に入ったケ…ス{輸入代

と鞍部がオーバーラップするケースも含め

る)を考える。 MNCの貿易行動として輪

出荷動)はどのような効果を与えるだろうか。

上述したように諮NCの貿易行動と比ホス

ト霞での子会社の輸出・輸入に親会社である

羽NCの機能・戦略がどのような影響を与える

かという ζ とである。輪出について 2つの祖皮

する効果がよく指撲されている。

まず， Ml¥Cとの龍係をもっととは翰出甚大

に貢献するという主張がある。 MNCが国際す

ーケッティングの経験，長年謹立されてきた腹

ットワーク，前節で述べた「世界的視野j
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念どをもっている。子会社がそれを利鰐ぺぞきる

から市場欝発君主ど、のマーケッテイングコストを

節約できる。 Vernon(1972)は，途上闘の工

業品輸出拡大の条件として先謹聞と途上国との

間に市場動向や生産可能性についての情報が問

滑に流れる ζ とであり，また，そのような情報

の流れを確立するために多くの国は MNCと

との関係に依存していると指摘している。

当然予産業や市場などの性格により， MNCの

と輪出パフォーマンスとの関揮の軽度も

念っている。途上盟j弓土の近接市場よりも先進

欝市場への輪島また標準化された欝格弾力

投の高い最終諮蓑封よりも技詩集約度・霊草IHと
の議い鶴品の輪出の方が，話?にが存在するか

どうかによってパフォーマンスが違ってくるの

ろう

他方， MNCがホスト盟での子会社の輸出を

拐げる場合があるという指構もしばしばみられ

る。 MNCが世界的規撲で生産活動・マーケッ

ティング戦略令震関しているから各国における

きない。例えばある国で

きるかどうか，ホスト国の事

なく親会社の戦略などによると言われて

ホスト悶Aでの子会社がB固に輸出す

その市場で親会社または他国から輸出す

との競合開慌にあるかもしれな

い。このため，子会社への技指移転の契約の中

る制韓条項が設けてあるし，

MNCが議接にその輪出を

されてい

ようにほとんどの研究比王室

と比べて MNCの子会社

どうか(売上高K対する盤上ち

まり章露出数需が濃いかどうか)を究明

しようとしている。中南米諸舗のケースを取り

上げている Torre(1974)，インドの大企業を

分析する Lal!and Mohammad (1983) など

はMNCの子会社のガが輸出しているととを示

している。反間，マレーシアヲインド，ジャ7

イカなど 6か悶そ分析対象とする Lalland 

Streeten (1977)， ブラジルの電話機工業を取り

kげる?向wfarmerand Marsh (1979) など

ノ骨

淡研究 N札 15

は苦予定的評揮を出している。一方， Cohen 

(1975)のデータによれば韓国では外国企業の

ガが輸出性向が高しシンガボールではその逆

る。また，台湾では外国企業・現地企業と

もほぼ問じ，パフォーマンスを示している。香潜

の4つの躍業を分析する Chen(1983)による

じ紡髄・機布業において外国会社の方が輸出

い。衣料，電子などではその逆であ

る。

とれらの研究について前部で若干の問題点を

出したが?ヌド節の文2患において次のコメシトを

したい。すなわち， MNCの子会社の議出

る研究も，それを杏走す

る統究もその謹也背景を検蓋してい念いのが

捻とんどである。つ玄り，上述の組長する

MNCの符鞍の効終についての理論的摂拠が各

ぎるかどうか十分検討され

出ないのが現ていない。

状である。

さで， MNCの行動は海外子会社の輸出を妨

げるという主張に対して，筆者としていくつか

のコメント令撫出しておきたい。第 1に，

MNCの行動戦略はホスト悶の子会社の輸出を

妨げるととはあり得るだろうが，金品企業2丘
べて輸出パブ介ーマンスが劣るとは必ずしも

えない。現地企業も多くの場合 MNCの技術を

導入L， I可じ朝関条項を受けるのであろう。ま

丸現地企業の瀦外市場へのアクセスは時間や

コストがかかるから鰭単にはできない。

ととでも謹業・市場の性絡により

てくる。

第2に， MNCが子会社の輪出を栴j騒い

の或妄を話げるならそもそもその設立の自

何であったかを検討往ねばならない。考えられ

るのは，ホスト関の諜護・誘致政築によ

を科用L，!E内市場に供諒するととであろう。

しかし，現地市場の規模，現地政府の政策変更

などでいずれ輸出化段階まで成長せねばならな

いと見込まれるならヲ MNCも子会社の輸出市

場を考えねばならない。との輸出市場は当然本

社と他の子会社との競合関係にたい所をj:

発するだろう。しかし，同一市場であっても

要拡大のテンポが当訟の MNCの総供給をよ間

そ
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るなら子会社の輸出を制限しない。なお，との

市場に他のM NCも供給するなら母

の供給を縦接することは意味がない。

第 3K，各段轄の中嬰製品か

霊童約に統合して生産・販売をする諮NCが多

MNCの戦略は各ヱ轄の技術的

性格(援策簸約度)と各自の要素蹴存状況とを

組み合わせて(例えば労働集約的生躍工組会労

働力が盟蓄な闘で立地して)展開するだろう。

ζのように各そ子会社需に賀易が行われて全体と

して鶏率化が揺られる。従ってとの

MNCは子会社の孝義務を器援するどとろ

するのであろう。逆に輸出市場での現地数時の

嗣隈譜穣に波間し， MNCが上述のような

的垂直統合戦絡をあまり実現できないのが現状

である 15)。なお， Helleiner (1979) も， MNC 

の企業内貿易は綾上閣の輸出を促進すると

している C

第4ι 羽NCと瀧外子会社と

もっとも強いのはやはり話NCの本罷に主まいて

であろう。しかし，東高アジアへ投資してきた

日本の経験では，多くの MNCは構外子会社と

の間に積極的に企業内分業を展開し，つまり

会社との競合を融け，補完関係を確立しようと

している。結果として会日本と東南アジアとの

聞に童業内分譲，または水平分業が促進されて

いる。其棒的に言うと，最経製品を東南アジア

GY主釈〕

この問題についてのサーベイは関口 (1984)が

便利であろう。な札受入国が途上国であるこ

とに限らないが，広範なサーベイは桜弁(1980)

にもみられる。

2) 初jえ主主 Reuber(1973)， Lall & Streeten 

(1977)。念丸と ζでは笑託研究のみを芦ファ

ーし， MacDougalなどの淳生分析をはじめと

する，実証額難な他の研究は取り上げない。

3) これについては第m節で改めて言及する。

4) 外資系企業の付加価値や麗用量を集計しいく

っかの謂整(例えば「出資比率など)を行えば計

算できる。こ いて例えば Thee

Kian Wie i色 (1979)，Somsak Tambunlerchai 

で生産すると問時に日本圏内では中間財主佐藤に

集中するほか， R&D努力などにより

る。 ζのように， 日本か

ら東南アジアヘ中爵震を議出L，アメラカなど

れた製品を輸出ナる。

これに対して東予報アジアでの子会社は標準化さ

れた製品をアメリカや日本へ輸出している 16)。

ζ のように考えてくると， MNC 

上国産業の輪出化に対してボジティ

与えるという きょう17L

IV. むすび

本稿では途上闘の躍業発展と多国籍企業の役

と若干の予情的考察認

してきたc MNC 

に求めようとしたが，

前者だけについてき命じてみた。話?に

途上冨産業の報部に議獄し，従っ

能率的に成功さそきるという景説が提起できるよ

うになったのとのf皮鋭をどのように操作可能

(operational) な概念で再構築して笑証的に検

証するかは， MNCの技術移転の問題ととも

に， ζれから究明したい残された課題である。

(臼本経済研究センター研究員〉

(1978)などがある。

日) Thee K. Wie 他(1979，p.42)によれば，イ

ンドネシアでは1968年11月から73年 3月まで紡

績産業は外資導入によち 1万部∞人の新規雇用

を鋭出したが，伝統的繊維会社の倒産のため，

約39万10∞人が失業しfしこのデータで著者た

ちは どころ設〉

ますます悪化さぜたj という論争的な結論を出

した。

6) 小島 (1981)も， もっとも重要な役

衛IH士受入国の生産関数令優れたものにすること

であると主張している。

7) このテーマについての既存研究の婆約はさしあ

たち Chen(1き83)，Ch.苔

8) 経行形態読についてllJ潔(1容量生〉が詳しい。
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9) ζの点災関して宇沢・浜包命緩がよく知られ-c

いる O

10) 例えば Wells (1984)， Morley and Smith 

(1977)0 

11) とのような努カは保護なしで達成でぎる輸入代

替段階にも，程度が遂うだろうが必要である0

12) むメ (1983，p. 153)は瓦1NCを global sca設誌記rs

として特徴づけているc つi~，地球上どとへ

生産活動をシツトさせたらコストが最低である

かを認識で!るものである。

13) Vernon (1972)， pp.お5-396;Chen (1認め

p. 1220 

14) 例えば Lalland Streeten (197ηp. 1370 

15) 弘樹Cの国際的議夜統合戦略についての仮説と

段ヌドの合繊企業のケースについてトラン(1鉛討

を参照。

16) 日本と兼務アジアとの援業内分業及び日本の企

業内分業についてすT開 (1986)が詳しい。

17) 現実問題として策繍アジアでは悶系企業は輪出

しないという批判，不満がある君事議出しない王理

由は何語、 S:zド念業の世界戦略によるか，東南

アジアでのさお該産業がまだ国際競争カをつけて

いないととによる語、詳しい検討が必要であ

る。 念式ふ 8系企業が存夜し念い場合と比べた

らどうだろうか。とれらの点について引の機会

て千食寄せしたい。
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